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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年５月期第３四半期 20,198 22.3 △1,404 － △1,277 － △1,125 －

2025年５月期第３四半期 16,509 2.3 △1,180 － △1,073 － △656 －

（注）包括利益 2026年５月期第３四半期 △831百万円（－％） 2025年５月期第３四半期 △1,155百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年５月期第３四半期 △63.36 －

2025年５月期第３四半期 △41.80 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年５月期第３四半期 56,666 35,142 62.0

2025年５月期 52,011 34,053 65.5

（参考）自己資本 2026年５月期第３四半期 35,133百万円 2025年５月期 34,046百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年５月期 － 25.00 － 42.00 67.00

2026年５月期 － 25.00 －

2026年５月期（予想） 44.00 69.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 47,000 10.1 5,000 11.6 5,100 10.1 3,350 4.6 188.14

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無

１．2026年５月期第３四半期の連結業績（2025年６月１日～2026年２月28日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

３．2026年５月期の連結業績予想（2025年６月１日～2026年５月31日）



（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年５月期３Ｑ 18,378,920株 2025年５月期 16,078,920株

②  期末自己株式数 2026年５月期３Ｑ 402,748株 2025年５月期 372,972株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年５月期３Ｑ 17,755,090株 2025年５月期３Ｑ 15,693,819株

※  注記事項

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）当社及び連結子会社は信託による株式報酬制度を導入しており、期末自己株式数には、当該信託が所有する
当社株式（2026年５月期３Ｑ 401,617株、2025年５月期 371,881株）が含まれております。また、当該信託
が所有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（2026年５月期
３Ｑ 362,720株、2025年５月期３Ｑ 384,090株）。

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料３ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間における当連結グループが属する建設コンサルタント業界の経営環境は、防災・減

災・国土強靭化及び将来を見据えたインフラ老朽化への対応、地方創生、防衛、ＧＸ・ＤＸ推進への対応など、社

会からの重要な課題が山積しており、公共事業予算についても、2025年度当初予算において前年度並みの水準が確

保されており、国内事業については引き続き堅調な経営環境が続いております。

また、海外事業におきましては、一部に地政学的リスクの影響が残るものの、概ね落ち着いた状況となりつつあ

ります。

このような状況の中、当連結グループは、第５次中期経営計画の総括を踏まえ、2025年７月に2028年５月期を最

終年度とする第６次中期経営計画「Ｅ・Ｊ-Plan2027」を策定し、当該計画における最終年度の数値目標として、

売上高500億円、営業利益59億円、親会社株主に帰属する当期純利益39億円、ＲＯＥ10％以上と設定いたしまし

た。

第６次中期経営計画は、現在の長期ビジョン「Ｅ・Ｊ-Vision2030」に掲げた「安心・夢のあるサステナブルな

社会の実現に貢献する」に向けた第２ステップ「拡大・進化」の期間として位置付けており、以下の４つの基本方

針を設定し、初年度である当期においては、この基本方針のもとで事業規模の着実な拡大と企業価値の更なる向上

に取組んでおります。

１）基幹事業の拡充と新領域の開拓

２）海外ビジネス本格化への挑戦

３）バリューチェーンの強化

４）サステナビリティ経営の推進

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、2024年９月に子会社化した株式会社東京ソイルリサー

チが、当期においては期首から連結の範囲に含まれていることもあり、受注高271億91百万円（前年同期比

113.0％）、売上高201億98百万円（同　122.3％）と、概ね期初計画どおりの水準となりました。

損益面においては、営業損失14億４百万円（前年同期は営業損失11億80百万円）、経常損失12億77百万円（同　

経常損失10億73百万円）となり、親会社株主に帰属する四半期純損失11億25百万円（同　親会社株主に帰属する四

半期純損失６億56百万円）となりました。

これは、受注の大半が官公需という特性により、通常の営業の形態として、納期が年度末に集中するため、売上

高が第４四半期連結会計期間に偏重する傾向にあること、一方、固定費や販売費及び一般管理費については月々ほ

ぼ均等に発生することから、第３四半期連結累計期間までは利益が上がりにくい事業形態となっているためであり

ます。

なお、当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみの単一セグメントでありますので、セ

グメント別の経営成績は記載しておりません。
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（２）当四半期の財政状態の概況

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ46億55百万円増加し、566億66百万円となり

ました。

流動資産は、前連結会計年度末と比べ37億96百万円増加し、376億25百万円となりました。これは主に、現金及

び預金が57億58百万円減少した一方で、棚卸資産が80億80百万円、その他に含まれる未収入金が４億４百万円、未

収消費税等が８億69百万円、それぞれ増加したことによるものであります。なお、当連結グループの業務の特性と

して、業務の完成及び顧客からの入金が第４四半期連結会計期間に偏重する傾向にあります。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ８億58百万円増加し、190億40百万円となりました。これは主に、投資有

価証券が３億95百万円、繰延税金資産が５億44百万円、それぞれ増加したことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比べ35億66百万円増加し、215億23百万円となりま

した。これは主に、未払法人税等が11億22百万円、流動負債のその他に含まれる未払費用が15億56百万円、それぞ

れ減少した一方で、短期借入金が59億20百万円増加したことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ10億89百万円増加し、351億42百万円となり

ました。これは主に、当第３四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損益が11億25百万円の損失計上

となったこと、配当金11億34百万円を支払ったこと等により利益剰余金が22億50百万円減少した一方で、公募増資

等による資金調達により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ15億69百万円、その他有価証券評価差額金が２億89百

万円増加したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当連結グループは、総合建設コンサルタント事業を主な事業内容としており、主要顧客である中央省庁及び地方

自治体への納期が年度末に集中し、売上高については主として顧客に成果品を納品した時点で収益を認識すること

としているため、売上高が第４四半期連結会計期間に偏重する季節的変動要因があります。

通期の業績予想については、当第３四半期連結累計期間の受注実績並びに生産実績が概ね計画の範囲内であるこ

と、また、当連結グループを取り巻く景況感も想定の範囲内であることから、2025年７月14日に公表した業績予想

数値からの変更はありません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2026年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,459 15,701

売掛金及び契約資産 7,679 7,228

有価証券 － 201

棚卸資産 3,707 11,788

その他 984 2,707

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 33,829 37,625

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,001 3,070

土地 3,566 3,510

その他（純額） 917 1,049

有形固定資産合計 7,485 7,630

無形固定資産

のれん 3,178 2,888

その他 1,458 1,346

無形固定資産合計 4,637 4,235

投資その他の資産

投資有価証券 3,298 3,693

投資不動産（純額） 415 478

繰延税金資産 330 875

退職給付に係る資産 729 838

その他 1,375 1,379

貸倒引当金 △90 △91

投資その他の資産合計 6,059 7,174

固定資産合計 18,181 19,040

資産合計 52,011 56,666

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2026年２月28日)

負債の部

流動負債

業務未払金 1,433 1,564

短期借入金 － 5,920

１年内返済予定の長期借入金 517 518

未払法人税等 1,169 46

契約負債 2,806 3,107

賞与引当金 124 876

役員賞与引当金 22 －

受注損失引当金 206 251

その他 3,777 1,658

流動負債合計 10,057 13,944

固定負債

長期借入金 6,846 6,486

繰延税金負債 419 518

退職給付に係る負債 151 94

役員株式給付引当金 140 139

従業員株式給付引当金 41 37

長期未払金 169 171

その他 130 131

固定負債合計 7,899 7,579

負債合計 17,957 21,523

純資産の部

株主資本

資本金 2,803 4,372

資本剰余金 4,379 5,948

利益剰余金 26,517 24,266

自己株式 △377 △469

株主資本合計 33,322 34,117

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 467 757

為替換算調整勘定 △6 12

退職給付に係る調整累計額 262 245

その他の包括利益累計額合計 724 1,015

非支配株主持分 7 9

純資産合計 34,053 35,142

負債純資産合計 52,011 56,666
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2024年６月１日
　至　2025年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2025年６月１日

　至　2026年２月28日)

売上高 16,509 20,198

売上原価 11,204 13,531

売上総利益 5,305 6,666

販売費及び一般管理費 6,485 8,071

営業損失（△） △1,180 △1,404

営業外収益

受取利息 7 26

受取配当金 39 22

持分法による投資利益 105 46

不動産賃貸料 35 43

地役権設定益 － 54

その他 57 62

営業外収益合計 246 256

営業外費用

支払利息 32 60

不動産賃貸費用 21 22

債務保証損失引当金繰入額 15 －

支払保証料 8 7

貸倒引当金繰入額 21 2

その他 39 36

営業外費用合計 138 129

経常損失（△） △1,073 △1,277

特別利益

固定資産売却益 1 7

投資有価証券売却益 553 74

退職給付制度移行益 － 7

特別利益合計 555 89

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 12 46

事務所移転費用 180 －

減損損失 74 －

連結子会社周年記念費用 － 51

特別損失合計 267 98

税金等調整前四半期純損失（△） △785 △1,286

法人税、住民税及び事業税 218 404

法人税等調整額 △348 △565

法人税等合計 △129 △160

四半期純損失（△） △656 △1,125

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △656 △1,125

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2024年６月１日
　至　2025年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2025年６月１日

　至　2026年２月28日)

四半期純損失（△） △656 △1,125

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △471 289

為替換算調整勘定 4 △5

退職給付に係る調整額 △32 △17

持分法適用会社に対する持分相当額 － 26

その他の包括利益合計 △499 293

四半期包括利益 △1,155 △831

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,154 △833

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 1

（四半期連結包括利益計算書）

- 7 -

Ｅ・Ｊホールディングス㈱（2153）　2026年５月期　第3四半期決算短信



（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　当社は、2025年６月16日を払込期日とする公募による新株式2,000,000株の発行により、資本金及び資本準備

金がそれぞれ13億64百万円増加しております。また、2025年７月８日を払込期日とするオーバーアロットメント

による当社株式売出しに関連した第三者割当による新株式300,000株の発行により、資本金及び資本準備金がそ

れぞれ２億４百万円増加しております。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間末における資本金は43億72百万円、資本剰余金は59億48百万円とな

っております。

（四半期連結損益計算書に関する注記）

１　売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自  2024年６月１日  至  2025年２月28日）及び当第３四半期連結累計期間

（自  2025年６月１日  至  2026年２月28日）

当連結グループの売上高は、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する業務の割

合が大きいため、第３四半期連結会計期間までの各四半期連結会計期間の売上高と第４四半期連結会計

期間の売上高との間に著しい相違があり、業績に季節的変動があります。

２　減損損失

前第３四半期連結累計期間（自　2024年６月１日　至　2025年２月28日）

　連結子会社である日栄プランニング株式会社は、当期業績及び将来の見込みが当初の想定よりも悪化

し、期待した超過収益力が見込めなくなったため、同社に係るのれん74百万円を減損損失として特別損失

に計上しております。

当第３四半期連結累計期間（自　2025年６月１日　至　2026年２月28日）

　該当事項はありません。

前第３四半期連結累計期間
（自  2024年６月１日

至  2025年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2025年６月１日

至  2026年２月28日）

減価償却費 602百万円 682百万円

のれん償却額 156百万円 289百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費及びのれん償却額は、次のとおりであります。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　2024年６月１日　至　2025年２月28日）及び当第３四半期連結累計期間（自　

2025年６月１日　至　2026年２月28日）

経営資源の配分の決定及び業績評価の観点から、当連結グループは総合建設コンサルタント事業のみを営

んでおり、単一セグメントであるため、開示すべき事項はありません。
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（追加情報）

（株式報酬制度）

１．役員向け株式交付信託

当社は、2018年８月24日開催の第11回定時株主総会及び連結子会社の定時株主総会決議に基づき、当社

取締役（社外取締役を除きます。）及び一部の連結子会社の取締役（社外取締役を除きます。）のうち受

益者要件を満たす者を対象に、当社株式を用いた取締役向け株式報酬制度（以下、「本制度」といいま

す。）を導入し、2021年８月27日開催の第14回定時株主総会及び連結子会社の定時株主総会において、本

制度の新規導入、継続並びに内容の一部改定について決議しております。（信託契約日　2018年12月７

日）

なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

（１）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当

社株式を取得し、当社及び連結子会社が定める株式交付規程に基づいて、各取締役に対するポイント

の数に相当する数の当社株式が本信託を通じて交付される業績連動型株式報酬制度であります。

なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時であります。

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度

末294百万円、283,976株、当第３四半期連結会計期間末371百万円、312,001株であります。

２．従業員向け株式交付信託

当社は、2018年７月13日の取締役会決議に基づき一部の連結子会社の執行役員その他所定の職位を有す

る者のうち受益者要件を満たす者を対象に、当社株式を用いた従業員向け株式報酬制度（以下、「本制

度」といいます。）を導入し、2021年８月27日開催の当社の取締役会及び連結子会社の取締役会におい

て、本制度の継続並びに内容の一部改定について決議しております。（信託契約日　2018年12月７日）

なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

（１）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当

社株式を取得し、連結子会社が定める株式交付規程に基づいて、各従業員に対するポイントの数に相

当する数の当社株式が本信託を通じて交付される業績連動型株式報酬制度であります。

なお、従業員が当社株式の交付を受ける時期は、原則として退職時であります。

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度

末81百万円、87,905株、当第３四半期連結会計期間末96百万円、89,616株であります。
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
（自　2024年６月１日

至　2025年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2025年６月１日

至　2026年２月28日）

中央省庁 3,752 3,954

国　内 地方自治体 7,078 7,718

民間その他 5,405 8,325

海　外 272 199

顧客との契約から生じる収益 16,509 20,198

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 16,509 20,198

（収益認識に関する注記）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結グループは、総合建設コンサルタント事業のみを営む単一セグメントであり、顧客との契約から生じる

収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自　2024年６月１日

至　2025年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2025年６月１日

至　2026年２月28日）

１株当たり四半期純損失（△） △41円80銭 △63円36銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（百万

円）
△656 △1,125

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（百万円）
△656 △1,125

普通株式の期中平均株式数（株） 15,693,819 17,755,090

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　「１株当たり四半期純損失」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株式交付

信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式

に含めております（前第３四半期連結累計期間「役員向け株式交付信託」291,024株、「従業員向け株式交付信

託」93,066株、当第３四半期連結累計期間「役員向け株式交付信託」278,959株、「従業員向け株式交付信託」

83,761株）。
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業務別
前第３四半期連結累計期間
（自　2024年６月１日

至　2025年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2025年６月１日

至　2026年２月28日）

（参考）前連結会計年度
（自　2024年６月１日

至　2025年５月31日）

建設コンサルタント業務 24,771 27,197 35,012

調査業務 5,170 7,814 8,136

合計 29,941 35,012 43,148

業務別

前第３四半期連結累計期間
（自　2024年６月１日

至　2025年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2025年６月１日

至　2026年２月28日）

（参考）前連結会計年度
（自　2024年６月１日

至　2025年５月31日）

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

建設コンサルタント業務 20,457 32,791 20,047 32,895 37,470 29,746

調査業務 3,598 4,752 7,144 6,040 7,180 2,196

合計 24,055 37,543 27,191 38,936 44,651 31,943

業務別
前第３四半期連結累計期間
（自　2024年６月１日

至　2025年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2025年６月１日

至　2026年２月28日）

（参考）前連結会計年度
（自　2024年６月１日

至　2025年５月31日）

建設コンサルタント業務 13,414 14,950 33,472

調査業務 3,094 5,247 9,232

合計 16,509 20,198 42,705

３．補足情報

生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

（単位：百万円）

（注）　上記の金額は販売価格に生産進捗率を乗じて算出しております。

② 受注実績

（単位：百万円）

③ 販売実績

（単位：百万円）
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年４月13日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

　大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 浅野　　豊

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 武士　雄太

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているＥ・Ｊホールディングス株式会社の

2025年６月１日から2026年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2025年12月１日か

ら2026年２月28日まで）及び第３四半期連結累計期間（2025年６月１日から2026年２月28日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引

所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期

財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が

適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビ

ューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビュ

ーにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定

（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結

論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準

第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継

続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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（注）１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２　XBRL データ及び HTML データは期中レビューの対象には含まれていません。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の

期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、

株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第

２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、

期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定

付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日ま

でに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準

第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠し

て作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を

入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任

がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュ

ー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード

を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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